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注 1骸 当する口には、レ印を記入してください。特定事業者以外で自=参加される事業者の方は レ印の記入は不要です。

2「 基準年度Jと は計画期間の前年度を、 「目採年度Jと は計画朔間の最終年度をいいます。

3「 事業所等排出区分Jと は、京都lrF内の事業所年の事業活動のためのエネルギ
ーの使用に伴い発生する温室効果ガスを、 「輸送車

とfi、自動車運送事業者については使用の本拠の位置を京都 rF内とする車両の排出する温室効果ノスを、鉄道事業者については保

両又は旅客車両の,F出する温室効果ガスを、 「そのlt排出区分Jと は、上記以外の京都府内における事業所年の事業活動に伴い発

苦ガスをいいます。
「特記事項〕には 平 成2年度 (1990年 度)を 基準とした排出この対比やエネルギ

ー原単位C

b発ガス排出削政への賃欲、グツーン観造の採用、特定フロンなどの条例指定外の温宮効果〃スの
を基準とした排出この対比やエネルギー原単位C02排 出妥 省 エネ製品開発なと

、特定フロンなどの条例指定外の温宮効果〃スの削減などを記入してください。

京都府相楽郡木津町梅美台8丁目1番

特定事業君の

主たる業種

該当する事業

者要件

10条第1号該当事業者 (大規模エネルギ
ー使用事業者 (原油に換

算して1,500キロツットル以上))打賓譜実安硲団 累智額世多縁鰤盈講民暑号を分審畳揚畳晏景暑貰替岳挽脅「雪堅雪や査盪褐後婁繕盆轡を得器科喬|九ヽ企衝る
計 画 期 間 平成  18 年   4 月 平成 20  年 3 月

基 本 方 針 エネルギーの使用の合理化に関する法律により第
一種エネルギー管理指定工場として求められる義務を誠

実に実行する。

推 進 体 制 所長の総活の下、エネルギー管理士を中心に全職員で省エネに取り組んでいる。

年度ごとの具
体的な取組及
び措置

18 19 実験棟空調機熱源 実験棟空IB機の熱源の制御パラメーターの最適化をはかる。

実験棟空調機 実験様空観機の除湿 加 湿プログラムを被修する。

18 19 省エネ意識向上 省エネに対する意職を向上し 照 明、空回の無駄をなくす。

スーパーコンピューター スーパーヨンピュータを買新し、消費電力をほ滅する。

温室効果ガス

の排出量等 排出区分

基準年度 く実積 ,

(平成 )17年 度

く二破化炭素換算 くt))

日標年度 (計lIB,

(平成)19年 度
(二酸化炭素換算 (t))

目J阪 ど季

(計画 )

(%)

A事 業所等排出区分 9,637 t 9,444 1 -2%

B輸 送車両排出区分 t t
C/c

cそ の他排出区分 t t %

排出合計 Ⅲ1               9,637  1 ■t2              9,444 t -2%

その他の地球
温暖化対策に
よる温室効果
ガスの削減量
等

対策等の区分
目標年度 (計画)

〈二酸化炭乗張算 (t

森林の保全及び整備 〈整備面積) (吸収量〕 t

府内産の木材の利用 (和1用量) mヽ (削減■) t

自然エネルギーを利用した電
力又は熱の供給

(売軍量) kwh (Hり減■) t

(熱供給■) (削減承) t

グリーン電力の購入 〈購入■) kwh 〈削減■) t

削減量等合計 t

差引排出量

(排出合計一削減等合計)

基準年度 (実績) 目標年度 (計画) 削減率 (計画)

丼1              9 637  t (セ)(●3)          9,444  t 2 %

特 記 事 項 し、グリーン購入を推進している。

8堕 露指歎振系)夢 r至 験編据銘京擦多レ等にインバ‐夕による回転数制御を行つている。

○インバータ制御によリクリーンルーム換気量と所要動力の最小化を図つている。

O夏 季における実験棟空調の除湿のための再熱用温水に夕
‐ポ冷凍機の廃熱を利用している。

O照 明、空調、熱源設備の保守点検や整備を定期的に行つている。

運  給  先 担 当 部 署

担 当 者 氏 名

住 所

電 話 番 号

フ ァ ク シ ミ リ番 号

4

効果ガス排出削減への貢献、グツーう


